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概 要 版 

支え合い、共に幸せを生きることができる 

福知山らしい「地域包括ケアシステム」の深化・推進 
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計画の概要 

 

１ 計画策定の趣旨 

本市では今後人口の減少が予想される中、高齢者人口は、ほぼ横ばいで推移し、要支援・要介護

認定者数は、2040(令和 22)年まで現在よりも高い水準で推移すると予想されています。  

これまで以上に中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて、介護・福祉サ

ービス基盤の整備や介護予防・健康づくり施策の充実等、地域の実情に応じて地域包括ケアシス

テムの深化・推進を図るとともに、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世

代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に創っていく

地域共生社会の構築をめざして、「第 10次福知山市高齢者保健福祉計画（第９期福知山市介護保

険事業計画）」（以下、本計画という。）を策定するものです。 
 

２ 計画の位置づけ 

（１）法的根拠 

「福知山市高齢者保健福祉計画（福知山市介護保険事業計画）」は、老人福祉法第 20条の８第１項に

定める「市町村老人福祉計画」、及び介護保険法第 117 条第１項に定める「市町村介護保険事業計画」

の２つの計画を一体的に策定するものです。 

（２）他の計画との関係 

本計画は、上位計画である「まちづくり構想 福知山」と「福知山市地域福祉計画」、市の関連す

る福祉、保健分野の計画、国の基本指針や京都府の計画との整合性を図るとともに、前計画の評価

等を踏まえた上で策定しました。 
 

３ 計画の期間 

介護保険法において、市町村介護保険事業計画は３年を１期とするものと定められており、老人

福祉計画は、老人福祉法において「介護保険事業計画と一体のものとして作成」することが定めら

れていることから、本計画の期間は３年間とします。 

前計画は 2023（令和５）年度で終了するため、本計画の計画期間は 2024（令和６）年度から 2026

（令和８）年度としますが、2040（令和 22）年度を見据えた中長期的な視点に立った計画とします。 
 

４ 計画策定体制 

（１）アンケート調査の実施 

計画の策定に当たり、地域に居住する高齢者の課題や介護予防ニーズ等を的確に把握・分析す

るために、国の指針に基づく「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」、「在宅介護実態調査」及び「在

宅生活改善調査」を実施しました。 

（２）福知山市高齢者対策協議会での審議 

本計画の策定に当たり、保健・福祉・医療関係者、各種団体の代表者等からなる福知山市高齢者

対策協議会において、今後の高齢者福祉、介護保険事業等のあり方について協議し、広い視野から

の検討審議を受けて、計画を取りまとめました。  
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高齢者を取り巻く現状 

   

１ 総人口・年齢階層別人口の推計 

将来人口については、2020(令和２)年以降、減少が続き、2040(令和 22)年には、69,098 人にな

ると推計されます。年齢階層別に見ると、15 歳未満の年少人口と 15 歳以上 65 歳未満の生産年

齢人口は、2045(令和 27)年まで減少が見込まれます。 

 

２ 要支援・要介護度別人数の推計 

要支援・要介護認定者数の推計を見ると、2023(令和５)年から増加を続ける予想となっていま

す。 
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前計画期間中における現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）認知症対策の充実 

〇高年齢者の雇用 

・機会の確保と地域活力の向上のため、シルバー人材センターへの支援が必要 

〇防災対策 

・人口減少、高齢化により、自主防災の組織化や活動が困難となっている。 

〇交通安全 

・バス停やタクシー営業所から離れた交通空白地や交通不便地域における移動手段の確保が課題。また、「福知山市

地域公共交通利便増進実施計画」に基づき、交通体系の再構築を進めていく必要がある。 

〇地域福祉活動と連動した取組 

・コロナ禍により地域での様々な活動が縮小され、地域支援コーディネーターも何ができるか模索している。また、

各地域包括支援センターに第２層コーディネーターを配置しているが、人材不足により不在の圏域がある。 

〇健康教育･健康相談 

・新型コロナウイルス感染症による規制が緩和される中で健康教育・健康相談を実施したが、実施人数はコロナ禍

前には戻っていない。 

〇特定健康診査の受診率 

・府内の市町村平均受診率は上回ったものの、受診控え等が影響し、受診率は市の目標値に達していない。 

〇介護予防 

・参加者の固定化、男性の参加率が低い。 

（５）誰もがいきいきと安心して暮らせるまちづくり 

〇認知症についての普及・啓発 

・認知症サポーター養成講座の依頼が、コロナ禍で少なくなっている。また、講座受講者は年齢層が高く、若い世代

の申込が少ない。 

・認知症上位サポーターの活動について、コロナ禍で活動できる場所が少ない。 

〇認知症の早期発見・早期対応に向けた体制構築 

・認知症初期集中支援チームにつながるケースが少ない。 

・コロナ禍で開催できていない認知症カフェが多く、利用者も少ない。 

〇認知症の早期発見・早期対応 

・認知症初期集中支援チームには、中～重度になってから相談に上がることが多く、中には多重課題を抱えるケー

スもある。 

〇認知症の相談支援体制 

・認知症ケアパスについて、認知症当事者や家族が分かりやすい内容に見直しが必要 

〇介護者負担の軽減 

・介護者のニーズ把握が十分に行えていない。 

〇「京あんしんネット」を活用した多職種連携による情報共有 

・京あんしんネット既登録者の更なる活動充実や新規登録者の増加が必要 

〇在宅での看取り 

・ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）は患者を主体にその家族や近しい人、医療・ケアチームが繰り返し話

し合いを行うことが大切であり、丁寧な啓発が必要 

〇ケアプラン点検の実施 

・令和４年度よりケアプラン点検を実施し始めたが、１事業所当たりの点検件数が当初計画の予定件数より少ない。 

〇介護支援専門員研修の開催 

・より多くの方に参加していただけるよう、ニーズに合わせた研修テーマ設定となるよう工夫が必要 

〇家族介護教室の開催 

・介護者のニーズ把握が十分に行えていない。 

〇在宅介護アドバイザー事業 

・アドバイザー派遣の依頼件数が伸び悩んでいる。 

〇介護人材の確保・育成・定着 

・制度の周知、福祉人材に係るＰＲについて一般社団法人福知山民間施設連絡協議会と情報交換等をしながら積極

的に行っていく必要がある。 

（１）早期からの健康づくり・介護予防 

（３）充実したサービス提供の体制づくり 

（４）地域共生社会の構築に向けたネットワークづくり 



4 

 

 
計画の方向性 

 

１ 計画の基本理念 

団塊の世代が 75歳以上となる 2025(令和７)年だけでなく、更にその先の団塊ジュニア世代がす

べて 65 歳以上となる 2040(令和 22)年を見据え、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を送る

ことができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシス

テムの深化・推進を図ることが求められています。また、地域包括ケアシステムは、住民が世代や

背景を超えてつながり、相互に役割を持ち、「支え手」「受け手」という関係を超えて支え合う地

域共生社会構築の基盤となるものです。  

このため、本計画では、前計画で掲げた基本理念を基に、市民一人ひとりが介護を自らの問題と

してとらえ、地域を挙げて取組を進めていくことにより、支え合い、共に幸せを生きることができ

る福知山らしい「地域包括ケアシステム」を深化させるとともに推進していくことを計画の基本

理念とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: 厚生労働省  

【計画の基本理念】 

支え合い、共に幸せを生きることができる 

福知山らしい「地域包括ケアシステム」の深化・推進 
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２ 計画の基本目標 

（１）早期からの健康づくり・介護予防 
高齢者が生涯にわたり心身共に健康でいられるよう、健康寿命の延伸に向けて、健診や健康教

室等様々な健康づくり事業を推進します。  

また、介護予防・健康づくり・重度化防止の取組について、検証をする中で、効果的・効率的な

事業を推進します。  

さらに、様々な健康づくり施策と介護予防施策を一体的に進めることにより有効的な施策を展

開します。 

（２）認知症対策の充実 
認知症の人が尊厳を保持しつつ、希望を持って暮らせるよう市民の認知症に対する理解の促進

を図ります。  

令和５年６月に制定された「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」に基づき、認知

症の人だけでなく、誰もがその個性と能力を十分に発揮して相互に人格と個性を尊重しつつ、支

え合いながら共生する活力ある地域づくりの実現をめざします。 

（３）充実したサービス提供の体制づくり 
「地域包括支援センター“よりそい窓口”」が、年齢や属性を問わず相談を包括的に受け止め、

必要な支援につなげるとともに、地域包括支援センターの総合調整役を担う基幹型センター「福

祉あんしん総合センター」の機能充実により、ケース対応力の向上、家族介護者支援の充実、各

種事業の一体的な実施をめざします。  

また、医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で最期まで自分らしい暮らし

を続けることができるよう、医療・介護・福祉の支援者がＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニン

グ）に基づき、本人や家族に寄り添いながら包括的な支援が提供されるよう体制を構築します。  

高齢化が更に進行し、生産年齢人口が減少する将来においても、利用者のニーズ等に基づき、

介護保険の各サービスが安定的に供給できるよう体制の確保・充実に努めるとともに、介護保険

制度が持続可能なものとなるよう、介護給付の適正化等に取り組みます。  

また、事業所に対しては、介護サービスの質の向上や業務の効率化、人材確保について支援し

ます。 

（４）地域共生社会をめざした包括的な支援体制の整備 
地域包括支援センターをはじめ、庁内の各種相談窓口において、相談者の困りごとを包括的に

受け止め、必要な支援につなげることができるよう、庁内全体の支援体制の充実をめざすととも

に、社会的に孤立しがちな人であっても、地域とつながりが保てるよう、住民同士が交流できる

多様な居場所を整備します。  

また、成年後見や虐待等権利擁護全般の支援を充実することで、高齢者の人権擁護の推進を図

ります。  

さらには、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けられるよう、地域福祉の推進を図る

団体や組織と協力しながら、支え合いの仕組みづくりを進めます。 

（５）誰もがいきいきと安心して暮らせるまちづくり 
生涯学習やスポーツ、余暇活動等は日々の生活に活気をもたらし、その人らしい、いきいきと

した暮らしの継続につながることから、高齢者が様々な活動に気軽に参加できる機会・場を充実

します。また、生涯現役社会を実現するため、働きたいと願う高齢者の就職支援を推進します。  

さらに、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、多様なニーズに

応じたきめ細やかな生活支援サービスの充実を図るとともに、高齢者向けの良質な住まいに関す

る情報提供や相談支援を行います。  

加えて、高齢者の安全が確保されるよう、地域と連携した防犯・防災体制や感染症予防体制を

構築します。  
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３ 施策体系図 
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支
え
合
い
、
共
に
幸
せ
を
生
き
る
こ
と
が
で
き
る 

福
知
山
ら
し
い
「
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
」の
深
化
・
推
進 

１ 早期からの健康
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（１）介護予防・健康 

づくりの促進 

①介護予防の推進 

②健康づくりの推進 

③保健事業と介護予防の一体的 

実施 

２ 認知症対策の充

実 

（１）認知症に対する 

理解の促進 
①認知症に対する理解の普及啓発 

（２）認知症に対する 

支援体制の充実 
①認知症の人と家族への支援 

３ 充実したサービ

ス提供の体制づ

くり 

（１）地域包括支援センタ

ーの体制整備 

①「よりそい窓口」の充実 

②「福祉あんしん総合センター」の

機能充実 

（２）医療と介護の連携 

強化 
①医療と介護の連携 

（３）介護サービスの 

充実と家族介護者 

への支援 

①介護サービスの充実と質の確保 

②家族介護者への対応 

（４）介護人材確保及び 

業務効率化の取組

の推進 

①介護人材の確保・育成・定着 

②業務効率化の取組 

４ 地域共生社会を

めざした包括的

な支援体制の整

備 

（１）包括的な支援体制 

の整備 

①相談支援の充実 

②高齢者の権利擁護の推進 

③参加支援の推進 

（２）支え合いの地域 

づくりの推進 
①支え合い活動の仕組みづくり 

５ 誰もがいきいき

と安心して暮ら

せるまちづくり 

（１）社会参加・生きがい 

づくりの促進 

①社会参加の促進 

②生涯学習の推進 

③雇用・就労支援の充実 

（２）誰もが安心して 

暮らせるまちづく

り 

①日常生活への支援の充実 

②高齢期の住まいの確保 

③安心・安全なまちづくりの推進 

④災害時要配慮者への支援体制の

構築 
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取組の方向 

 

１ 早期からの健康づくり・介護予防 

（１） 介護予防・健康づくりの促進 

【施策の方針】 

○将来的に市内全域に身体を動かす場や集いの場が設置されることをめざします。  

○介護予防・健康づくり・重度化防止の取組について、ＰＤＣＡサイクルを推進し、より効果的

な介護予防教室や健康教室等を実施します。  

○健康教育や健康相談等のあらゆる機会を通じて、若い頃からの生活習慣改善、健康づくり活動

を促進します。  

○高齢者の保健事業と介護予防について、保健師等の専門職が関与する中で一体的な実施に取り

組みます。 

【具体的な取組】 

①介護予防の推進 

・介護予防の普及・啓発          ・通いの場づくりの推進 

・介護予防ケアマネジメントの推進     ・一般介護予防事業の推進 

②健康づくりの推進 

・健康教室の充実     ・健康相談の充実     ・健（検）診の充実 

・訪問指導の実施     ・機能訓練事業の実施   ・アクティブシティの推進 

③保健事業と介護予防の一体的実施 

・データの分析      ・高齢者に対する支援 

 

２ 認知症対策の充実 

（１）認知症に対する理解の促進 

【施策の方針】 

○「認知症施策推進大綱」を踏まえ、認知症の人ができる限り地域のよりよい環境で自分らしく

暮らし続けることができる社会の実現をめざします。  

〇認知症サポーター養成講座を開催し、認知症についての正しい知識の普及・啓発の機会を充実

します。  

〇認知症の人やその家族が地域で安心して暮らせるよう手助けする上位サポーターを育成し、具

体的な活動につなげます。  

○認知症の状態に応じて必要なサービスが受けられるよう、認知症ケアパスを活用するなどして

情報提供を行います。  

〇認知症啓発ＤＶＤによる啓発を進めます。  

〇認知症の人だけでなく、障害のある人・子ども等の誰もが暮らしやすい地域づくりのために、

福祉のまちづくりの総合的な取組としてオレンジ色をシンボルカラーとした「オレンジのまち
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づくり」を推進します。 

【具体的な取組】 

①認知症に対する理解の普及啓発 

・認知症サポーター・上位サポーターの養成       ・認知症理解の普及・啓発等 

・認知症ケアパスの更新・利用促進 

 

（２）認知症に対する支援体制の充実 

【施策の方針】 

○認知症地域支援推進員を兼ねた初期集中支援チーム員を中心に、認知症の早期発見・早期対応

に向けた支援体制の構築を図るとともに、「認知症初期集中支援チーム」の活動について周知

します。  

○「地域包括支援センター“よりそい窓口”」が、医療機関や自治会・民生児童委員等地域の関

係機関と連携し、地域と共に見守り支援を行う仕組みづくりをめざします。  

○認知症の人の家族がつながり、支え合うことで介護負担の軽減が図られるよう、家族会の運営

を支援します。  

〇認知症カフェの運営が活性化するよう支援することで、認知症の人やその家族の居場所の充実

をめざします。  

〇ＳＯＳネットワーク事業等の周知を行い、利用を促進します。 

【具体的な取組】 

①認知症の人と家族への支援 

・認知症初期集中支援チームの利用促進  ・家族会の充実 

・認知症カフェの普及と充実       ・ＳＯＳネットワーク事業の普及と利用促進 

 

３ 充実したサービス提供の体制づくり 

（１）地域包括支援センターの体制整備 

【施策の方針】 

〇高齢者だけでなく地域住民のより身近な相談窓口として、「地域包括支援センター“よりそい

窓口”」を周知します。  

〇相談窓口を訪れることが困難な人には、家庭訪問の実施やオンライン相談を活用するなど、

個々の状況に応じた働きかけを行います。  

〇基幹型センター「福祉あんしん総合センター」の総合調整力の更なる強化により、ケース対応

力の向上と地域包括支援センターの負担軽減をめざします。  

〇地域支援コーディネーターが地域包括支援センターと連携して、地域資源の開発、支援の担い

手の養成等の取組を通して、住民主体のサービスや支え合い活動の充実をめざします。 
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【具体的な取組】 

①「よりそい窓口」の充実 

・年齢や属性を問わない包括的な相談体制の充実 

・地域とのつながりの強化とネットワークづくり 

・包括的な支援を支える人材の確保と育成 

②「福祉あんしん総合センター」の機能充実 

・地域包括支援センターの総合調整機能の強化  ・各種事業の一体的な実施 

 

（２）医療と介護の連携強化 

【施策の方針】 

○「ふくちやま医療・介護・福祉総合ビジョン」に基づき、「総合的な地域包括ケア」、「世代

を超えた健康づくり」、「市民病院の役割充実」の取組を総合的に進めます。  

○在宅での生活を希望する利用者にとって必要なサービス提供が可能となるよう体制整備に努め

ます。  

〇９つの地域包括支援センターを中心に、地域コミュニティと医療・介護・福祉の分野が互いに

連携・支援できる体制づくりをめざします。  

〇職種間の連携について、ＩＣＴを活用した情報共有等を推進します。  

〇病院、介護施設、自宅等人生の最終段階の送り方について自らの望みができる限り実現できる

ような支援体制を整えます。  

〇医療・介護・福祉分野の支援者が、ＡＣＰに基づき、本人や家族に寄り添いながら、本人の意

思を尊重した人生の最終段階を生きる支援の提供をめざします。  

〇自分や家族の人生の最終段階のあり方について話し合うなど、ＡＣＰに関する普及啓発を進め

ます。 

【具体的な取組】 

①医療と介護の連携 

・多職種連携による「情報共有ツール」の運用 

・一般社団法人福知山民間社会福祉施設連絡協議会の現任者研修における医療的ケア研修 

の充実 

・医療・介護・福祉関係者の連携の推進  ・在宅医療・介護連携に関する普及啓発 

・在宅における医療的ケアの提供体制の充実 

・最期まで自分らしく生きられるための体制づくり 

 

（３）介護サービスの充実と家族介護者への支援 

【施策の方針】 

○老老介護が増加する中、要介護（支援）状態にある高齢者が住み慣れた地域、自宅で安心して

暮らし続けることができるよう、介護や支援をしている介護者を支えるサービスの充実に努め

ます。  

○団塊の世代すべてが75歳以上となる2025（令和７）年、さらに団塊ジュニア世代がすべて65歳

以上となる2040（令和22）年に向けて、高齢者が可能な限り、住み慣れた地域でその有する能

力に応じ、安心して自立した日常生活を続けることができるように地域包括ケアシステムを推

進していくために、介護サービスの質を確保しつつ、適正なサービス提供に努めます。  
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○家族介護者のレスパイト（休息）を確保するためレスパイト入院や、短期入所生活介護が利用

できる施設の調整に努めます。 

【具体的な取組】 

①介護サービスの充実と質の確保 

・介護給付の適正化                        ・介護サービスの質の確保 

②家族介護者への対応 

・各種事業の周知                          ・相談支援体制の充実 

・介護者負担の軽減 

・短期入所生活介護が利用しやすいシステムの推進及びレスパイト入院の普及 

 

（４）介護人材確保及び業務効率化の取組の推進 

【施策の方針】 

○介護人材不足の現状を踏まえ、人材の確保・育成・定着に向けた総合的な取組を推進します。  

○高齢化の進行とともに介護人材不足が顕著となる中、介護サービスの質を確保しながら必要な

サービスを提供していく必要があります。そのために、業務効率化や介護サービスの質の向上

に取り組みます。  

〇業務効率化のための介護ロボットやＩＣＴの活用事例の周知、事務負担軽減のための書類簡素

化等を推進します。 

【具体的な取組】 

①介護人材の確保・育成・定着 

・人材確保対策    ・人材確保に向けたＰＲの実施 

・人材確保に向けた各種研修の実施 

②業務効率化の取組 

・事業所における業務の効率化  ・要介護認定制度における業務の簡素化 

 

４ 地域共生社会をめざした包括的な支援体制の整備 

（１）包括的な支援体制の整備 

【施策の方針】 

〇複雑化・複合化する課題に対して、包括的な支援体制を整備するため、「第４次福知山市地域福

祉計画」に基づき、重層的支援体制整備事業に取り組みます。  

〇高齢分野に留まらず、庁内の各種相談窓口において、相談者の困りごとを包括的に受け止め、必

要な支援につなげることができるよう、庁内全体の支援体制の充実をめざします。  

○成年後見に限らず虐待等幅広く権利擁護全般の相談に対応できる体制を整え権利擁護支援事業を

推進します。  

〇地域包括支援センターをはじめ、庁内の各種相談窓口において、相談者の困りごとを包括的に受

け止め、必要な支援につなげることができるよう、庁内全体の支援体制の充実をめざします。  

〇継続的な見守り支援が必要な人には、信頼関係の構築に努めるとともに、途切れることのない見

守り支援を行います。  
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〇社会的に孤立しがちな人であっても、地域とのつながりが保てるよう、地域福祉の推進を図る団

体や組織と協力しながら、地域福祉活動と連動した取組を推進します。 

【具体的な取組】 

①相談支援の充実 

・庁内各種相談窓口の包括的な相談対応   ・庁内多部署の連携強化 

・アウトリーチを通した継続的な支援 

②高齢者の権利擁護の推進 

・成年後見制度の普及と活用         ・高齢者虐待防止対策の推進 

・支援困難事例への対応          ・高齢者の人権尊重の取組 

③参加支援の推進 

・多様な居場所の整備         

・地域包括支援センターの機能を活かした地域とのつながりの促進 

 

（２）支え合いの地域づくりの推進 

【施策の方針】 

○各日常生活圏域に担当の地域支援コーディネーターを配置するとともに、生活支援コーディネー

ターと連携し、地域の生活支援体制整備の取組を推進します。  

○地区福祉推進協議会やサロン等、住民自身により地域福祉の推進を図る団体や組織と協力しなが

ら、地域福祉活動と連動した取組を推進します。 

【具体的な取組】 

①支え合い活動の仕組みづくり 

・支え合いの仕組みづくり  ・支え合いの人づくり 

 

５ 誰もがいきいきと安心して暮らせるまちづくり 

（１）社会参加・生きがいづくりの促進 

【施策の方針】 

○高齢者が地域と主体的に関わり、仲間づくりや健康づくり等の社会参加を通じた幅広いコミュニ

ティ活動の活性化を図ります。  

○シルバー人材センターの安定した運営基盤の維持を支援し、高齢者への就業の機会の提供により

高齢者の生きがい充実と地域活力の向上につなげます。  

○介護支援サポーターについて、サポーター同士の交流会の開催や活動施設の増加を図ります。 
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【具体的な取組】 

①社会参加の促進 

・地域活動の促進       ・世代間交流の促進  

・ボランティア活動の育成・支援    ・高齢で障害のある人の社会参加の促進 

・介護支援サポーターの普及促進・活用 

②生涯学習の推進 

・学習機会の提供    ・スポーツ活動の推進 

・サークル等の活動の推進 

③雇用・就労支援の充実 

・高齢期の仕事の確保   ・就労に関する機関等との連携 

・有償ボランティアの推進 

 

（２）誰もが安心して暮らせるまちづくり 

【施策の方針】 

〇既存バス路線の再編や新たな交通体系の導入等、多様な輸送資源により地域の移動ニーズにきめ

細やかに対応します。  

〇福知山市交通対策協議会を中心とした交通安全運動を推進し、高齢ドライバーによる交通事故防

止を図ります。  

〇特殊詐欺や悪質商法等による消費者被害を未然に防ぐため、消費者意識の向上を図り、関係機関

との連携した取組を行います。  

○地域における自主防災組織の結成を進めるとともに、先進的な組織での地域内の情報共有や要配

慮者の避難支援に関する事例の普及・拡大を図ることにより、災害時要配慮者への支援体制を構

築します。  

〇災害時に、家族や地域の支援では避難が難しい人について、ケアマネジャー等福祉専門職と共に

災害時ケアプランを作成します。また、より実効性の高いプランになるよう、移送手段、避難場

所、移送や避難先での支援者の確保に努めます。 

【具体的な取組】 

①日常生活への支援の充実 

・移動手段の確保 

②高齢期の住まいの確保 

・多様な住まいの確保とサービス提供体制の整備 

・住宅のバリアフリー化の推進     ・養護老人ホームへの措置 

③安心・安全のまちづくりの推進 

・高齢者に配慮したまちづくりの推進  ・事業所等における感染症対策 

・防火対策の充実    ・消費者被害防止対策の推進 

・交通安全対策の継続 

④災害時要配慮者への支援体制の構築 

・避難支援体制の整備      ・防災対策の充実 
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介護保険サービスの見込みと介護保険料 

 

１ 介護保険サービスの見込み 

（１）居宅サービスの見込量と確保策 

第８期計画における居宅サービス提供については、新型コロナウイルス感染症の影響で見込量

を下回るサービスも見られましたが、今後は順次回復していくものと考えられます。必要な要素

を勘案し、サービスの種類ごとに各年度における見込量を設定しました。 

今後も、高齢者が要介護状態になっても、住み慣れた地域で生活を続けられるようサービスの

充実とサポート体制の確保に努めます。 

（２）地域密着型サービスの見込量と確保策 

地域密着型サービス提供については、第８期計画において概ね計画どおりで推移しており、今

後３年間においても概ね順調に推移するものと考えられます。 

高齢者が要介護状態になっても、住み慣れた地域で安心した暮らしが続けられるよう、地域密

着型サービスの充実に努めます。 

（３）施設・居住系サービスの見込量と確保策 

今後、高齢者人口の減少が見込まれる中、施設整備については、将来的なニーズを踏まえ、適正

な規模でサービスの提供ができるよう慎重に検討していく必要があると考えています。 

なお、特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高齢者

向け住宅が多様な介護ニーズの受け皿となっている状況もあることから、将来に必要な介護サー

ビス基盤の整備量を適切に見込むため、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅における

入居定員総数も踏まえて、必要に応じて京都府と連携しながら状況を把握し、整備に努めます。 

（４）地域支援事業の見込量と確保策 

 

２ 介護給付費の見込み 

 

 

３ 介護保険料の設定 
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計画の推進と進行管理 

 

１ 計画の推進体制 

（１）庁内関係部署との連携 

高齢者福祉事業及び介護保険事業を所管する部署が中心となり、関係部署との連携のもと、各

種高齢者福祉事業とともに、健康・介護予防、生きがいづくり、住まいの整備等、高齢者をサポー

トする幅広い取組を計画的・総合的に進めます。 

（２）保健・医療・介護・福祉の連携 

介護給付等対象サービス利用者の需要に的確に対応するために、保健・医療・介護・福祉の連携

を強化し、それぞれの機能と役割を十分踏まえた上で、効率的・効果的なサービスを提供します。 

（３）地域住民や関係機関との連携 

地域住民、ボランティア、福祉関係団体、介護サービス事業者、医療機関等と行政が、それぞれ

の役割を果たしながら協力し、高齢者が地域で安心して生活できる地域包括ケアの実現をめざし

ます。 

 

２ 計画の評価及び進行管理 

（１）計画の点検・評価 

計画の推進に当たっては、取組と目標に対する自己評価を実施するとともに、施策ごとの評価

指標の実績値を把握することで、客観的な点検・評価を行い、ＰＤＣＡサイクルによる効果的な事

業の実施を図ります。 

■ＰＤＣＡサイクルとは 

Ｐｌａｎ(計画)→ Ｄｏ(実行)→ Ｃｈｅｃｋ(評価)→ Ａｃｔｉｏｎ(改善)を繰り返すこと

で業務を継続的に実施・改善していく手法です。 

（２）高齢者対策協議会における計画の進捗管理 

計画における数値目標や取組の進捗状況について、高齢者対策協議会において総合的な見地か

ら点検・評価を行い、必要な場合は事業の見直しを行います。 

 

 


